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自治組織の抱える課題


①　住民がお互いに手を携えて行う自治組織の活動を通じて、地域自治を構築していくことが求められています。※安心安全な地域づくり


②　地域課題の解決に向けた支援など、行政との連携・協働が求められています。





将来の課題


地域自治の成熟度により、地域内分権（地域自治を自己決定・自己責任で運営するため、自治組織に一定の権限と財源を移譲する仕組み）を推進する必要があります。





◆大震災等の教訓から、本年度も各区の自主防災組織強化を図るため、自主防災組織づくり、避難方法、安否確認方法、避難所運営などをお手伝いします。





昨年と同様に自主防災組織強化や安否確認等に関する地区担当職員につきましては、別添の担当地区割表のとおりです。


また、自主防災組織強化や安否確認等以外の業務で、地区担当職員の配置を希望する区は、別紙「申込書」を提出してください。担当職員を随時、配置します。





地区担当職員の職務





①　職員は、地域課題に関係する部署や事業、地域等に精通した職員を複数配置（原則２年）します。


②　担当職員は、区の役員会等に出席し、課題解決に向けて行政の立場で支援します。（地区の課題・問題点の解決策の検討、解決に向けての助言・協力・関係機関との調整、地区の実態把握等）


③　担当職員は、必要により庁内関係部署など関係機関との調整、支援制度の斡旋を行い、協働の推進に努めます。





課題解決に向けた取組み＝職員地区担当制





①　行政は協働のまちづくり推進のため、主体的に課題解決に取り組む自治組織に対して支援体制を構築します。


②　自治組織と行政の協働推進役として、希望される区に担当職員を配置し、地域課題や要望事項の解決に向けた支援を行い、地域自治推進の役割を果たします。


③　担当職員は、区の事務局的立場ではなく行政の立場で参画します。（区の事務を代行するなどの庶務的事務を行う役割ではありません。）
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